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1．研究の目的 2000年 1月 17日阪神・淡路大震災は発生後 5年目を迎えたが、被災者の生活はどの程度再建し
たのであろうか。建物やインフラ整備の復旧はこの 5年間でほぼ完了したものといえる。しかし、被災者の生活
再建には、社会基盤の復旧のみならず都市、経済の再建および文化の復興などの問題が複雑に影響を及ぼしてい

る。そのため、震災後における被災者の生活再建の進捗状況を多面的かつ客観的に捉えることは難しく、その判

断基準についての社会的合意は得られていないのが現状である。そこで本研究では、多様な社会統計を利用する

ことにより、震災後の生活再建過程をモニターするための指標として生活再建指標（Recovery Index：RI）を提案
する。また、その手法を阪神・淡路大震災に適用し、神戸市における震災後の生活再建過程の把握を試みる。 
2．震災後の生活再建をモニターするための指標の要件 
（1）通常業務として継続的に収集・公表している社会統計を用いる 本研究では、これまで国や自治体が通常業務の

一環として長期にわたって収集し、一般に公表してきた多様な社会統計を利用して、震災後の生活再建過程を解

明した。その理由としては、1）ある地域での社会経済活動を継続的に測定する統計を新たにもつことは多くのコ
ストを要する、2）地域ごとに共通の指標を測定している場合が多く、それらの比較が可能である、3）継続的か
つ長期的に指標の測定を行っているため、震災前後の状況を把握することが可能であることなどが挙げられる。 
（2）生活再建の進捗状況を示す社会指標を標準化する 通常、公表されてい

る各種の社会統計は単位あるいは変動の幅が異なる。そこで、多様な社会

指標を比較するために、経済企画庁国民生活局が提唱している新国民生活

指標（PLI）の考え方を援用して、すべての指標を標準化した。PLI では、
ある基準とした月を 100 として、各月の水準をその割合（%）として表示
しており、得られた値を標準化指数（Standardized Index：SI）とよぶ。図
－1(a)および(b)には、本研究で提案する生活再建指標（RI）の概念モデル
を示した。図－1(a)中の SI1,x,tは、地域 xにおけるある社会指標が災害発生
後実際に示した値の変動を表している。ここで、もし当該地域 xが被災し
ていなければ、そこでの各種社会指標の変動は、被災地外（全国）におい

て同じ社会指標が示す値 SI0,x,t と同様の傾向で推移していたものと仮定し
た。つまり、地域 xの生活再建指標は式(1)のように定義することができる。 

RIx,t＝SI1,x,t－SI0,x,t                 (1) 
ここに、RIx,tは地域 x の災害発生後第 t 期における生活再建指標、SI1,x,tは
地域 xの災害発生後第 t期における社会指標の実績値、SI0,x,tは災害が発生
しなかった場合に得られたであろう地域 xでの社会指標の推定値とする。
したがって、図－1(a)および(b)に示すように、対象地域におけるある社会
指標の水準が、全国の水準と同じならば、生活再建指標は 0となる。また、
全国水準より減少すれば負、増加すれば正の値で表される。このように、

異なる地域を対象とした 2種類の社会指標の差分を継続的に図示すること
によって震災の影響を明確化した。 
3．生活再建指標の阪神・淡路大震災への適用とその結果 神戸市を対象とし、阪神・淡路大震災がこれまでどのよ

うな生活再建過程を辿ってきたのかを検討した。まず、神戸市が『データこうべ』および『統計神戸』において 
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図－1 生活再建の概念モデル 
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公表した社会統計のうち、全国の傾向と比較可能であった 118項目（表－1）について、生活再建指標の変動を月
単位で求めた。対象期間は震災前後の変化を把握可能にするため 92年 4月から 98年 12月までの 81か月間とし、
基準となる月は 94年 12月と設定した。また、神戸市の各社会指標の背後に存在する生活再建パターンを抽出す
るため、クラスター分析を実施した。その結果、6つの生活再建パターンが抽出された。図－2にはそれらの平均
的な推移を示す。このうち、生活再建状況をみると、まず、パターン 1および 3はそこに含まれる変数群が震災
後いずれも震災前の状態まで回復する傾向を表し、パターン 2および 4はそれらが回復しない傾向を表す。また、
パターン 5および 6はそれらへの震災の影響が不明であることを示す。なお、これらの生活再建状況と併せて、
震災直後に表れる変数群の落ち込みの程度についても 2つに分類することが可能となった。 

表－1 6つの生活再建パターンを構成する指標体系表（118項目） 

 

 
図－2 震災後の神戸市における 6つの生活再建パターン 


	kyotsu: 　　土木学会第55回年次学術講演会（平成12年9月）
	No: Ⅳ-180


